












―2000 年と 2015 年の比較― 
































































































本稿では，第 2 章で分析に用いるデータや方法を整理する．第 3 章は平野部の分析結果





対象地域は，新潟県の 2015 年農林業センサスでの最小地域区分である昭和 25 年現在の
旧市町村がベースであり，場合によってはさらに細分化された495旧市町村を単位とした．
なお，旧市町村については 2015 年の区分が 2000 年の区分とは異なるためデータが欠損し





徴を持った地域である 3 地域を除いた 135 旧市町村で分析を行った（注 1）． 




計 15 変数を利用し，分析を行う（表 1）．これら変数のうち，平野部においては 2000 年と
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2015 年では，経営耕地面積の上層の分岐点を 2000 年では 5ha に，2015 年では 10ha に設
定した．この理由としては，2000 年において 10ha 以上の農家がほとんど存在せず，2015
年においては 5ha 以上であると地域差がみられないことからこのように変数を設定した．
中山間地域においては，2015 年においても 10ha 以上の農家はほとんど見られないため，
2015 年も 5ha を経営耕地面積の上層の分岐点とした．なお得られた変数は単位が同一でな
いこともあり，すべて平均が 0，分散が 1 となるように標準化を施した． 
 
 
第 1表 主成分分析に用いる変数一覧 



































































1.0 以上の有意味な主成分が 4 成分得られた（第 2 表）．得られた 4 つの主成分で全体の
78.9％を説明することができる．以下では得られた主成分の意味付けを行い，特に寄与率の
大きい上位 2 成分を中心に検討する． 
第 2表 因子負荷量と固有値（2000 年） 







農業就業人口 65 歳以上割合 
65 歳未満の農業専従者がいる割合 
同居または他出農業後継者がいる割合 
経営耕地面積 1ha 以下の販売農家率 
経営耕地面積 5ha 以上の販売農家率 












































固有値 7.3 2.1 1.4 1.1 
寄与率（％） 48.9 13.8 9.2 7.1 
累積寄与率（％） 48.9 62.7 71.9 78.9 
注）第 3,4 成分については,因子負荷量の絶対値 0.3 以上のみを示した． 
（1）第 1成分 
 全変動の 48.9％を説明する第 1 成分について，因子負荷量 0.3 以上の変数を中心に見て

















 2000 年と同様に主成分分析を行ったところ，2015 年も 4 つの主成分が得られた（第 3
表）．これらの主成分で全体の 75.5％を説明することができる．以下では，得られた主成分
の意味付けを行い，特に寄与率の大きい上位 2 成分を中心に検討する． 
 
第 3表 因子負荷量と固有値（2015 年） 







農業就業人口 65 歳以上割合 
65 歳未満の農業専従者がいる割合 
同居または他出農業後継者がいる割合 
経営耕地面積 1ha 以下の販売農家率 
経営耕地面積 10ha 以上の販売農家率 





































































固有値 5.9 2.7 1.8 1.0 
寄与率（％） 39.1 17.7 12.0 6.7 
累積寄与率（％） 39.1 56.8 68.8 75.5 
注）第 3,4 成分については,因子負荷量の絶対値 0.3 以上のみを示した． 
 
（1）第 1成分 




たことから，2015 年においても第 1 成分は「農業労働力と複合経営」と解釈できる．第 1
成分の得点分布を第 2 図に示した．得点分布は 2000 年とほぼ同じ結果となった． 
（2）第 2成分 






















は，2000 年と 2015 年の両年
とも「農業労働力と複合経営」
を示した．寄与率の変化を見







第 2 成分は 2000 年においては「大規模稲作農家」を表し，2015 年は「借地型大規模農







して Ward 法を適用した．クラスター分析に用いる主成分は 2000 年，2015 年において固
第 2図 第 1成分の得点分布図（2015年） 
第 1図 第 1成分の得点分布図 
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有値 2.0 以上の上位 2 成分に限定して分析を行い，その結果，それぞれ 6 つの類型が得ら
れた（第 4 表，第 3 図，第 4 図）．また，2000 年についての類型化及び地域区分図を第 5 図
に，2015 年についての類型化及び地域区分図を第 6 図に示した． 
 
 第 4 表 各類型の平均成分得点 












旧市町村数 12 12 30 48 40 24 
第 1 成分得点 
（農業労働力と複合経営） 
































 新潟市近郊複合・準複合地域 稲作偏重地域 
       












旧市町村数 18 25 47 58 11 7 
第 1 成分得点 
（農業労働力と複合経営） 






































2000 年において地域類型化を行った場合，まず，農業労働力と複合経営を表す第 1 成分
得点が正の第 1 グループから第 3 グループまでと，負の第 4 グループから第 6 グループま
第 4図 クラスター分析による樹上図（2000年) 




































 第 4 グループ（48 旧市町村）は，第 2 成分得点の絶対値が小さいため平均的規模の稲作
地域であるため「平均的稲作地域」と命名する．新潟県全域に広く分布が確認できる． 



















 2015 年において地域類型を行った場合，まず農業労働力と複合経営を表す第 1 成分得点
が正の第 1 グループと第 2 グループまでと，負の第 3 グループから第 6 グループまでに大
きく分けることができる．2000 年と同様に前者を「新潟市近郊複合・準複合地域」とし，
後者を「稲作偏重地域」と命名する． 
 第 1 グループ（18 旧市町村）は，特に第 1 成分得点が他の地域と比べて際立って高いこ
とから「複合経営重視地域」と命名する．これら地域は 2000 年とほぼ同じく，新潟市の西
区，南区を中心に近隣市町村に広がっている． 
 第 2 グループ（25 旧市町村）は，第 1 成分得点が第 1 グループの次に高いため複合・準
複合経営は行っているものの第 1 グループには劣ることから「稲作重視地域」と命名する．
分布は新潟市江南区，南区や燕市などが該当する．これらの地域は 2000 年時点においては
第 2 グループと第 3 グループに該当する地域とほぼ重なる． 
































































 第 5 表 因子負荷量と固有値（2000年) 







農業就業人口 65 歳以上割合 
65 歳未満の農業専従者がいる割合 
同居または他出農業後継者がいる割合 
経営耕地面積 1ha 以下の販売農家率 
経営耕地面積 5ha 以上の販売農家率 




















































































   
固有値 4.7 2.9 1.7 1.1 1.1 
寄与率（％） 31.3 19.6 11.2 7.4 7.3 
累積寄与率（％） 31.3 50.9 62.1 69.5 76.8 
注）第 3,4,5 成分については,因子負荷量の絶対値 0.3 以上のみを示した． 
 
（1）第 1成分 
 全変動の 31.3％を説明する第 1 成分について因子負荷量 0.3 以上の変数を中心に見てい
く．1 戸当たり経営耕地面積，第 1 種兼業農家率，65 歳未満の農業専従者がいる割合，農
産物販売金額 500 万円以上販売農家率で正の因子負荷量を示し，経営耕地面積 1ha 以下の
販売農家率で負の因子負荷量を示している．このことから第 1 成分は「経営規模と農業労





  （2）第 2成分 








主成分分析を行った結果，固有値 1.0 以上の有意味な主成分が 4 成分得られた（第 6 表）．
得られた 4 つの主成分で全体の 69.0％を説明することができる．以下では得られた主成分
の意味付けを行い，特に寄与率の大きい上位 2 成分を中心に検討する． 
第 6表 因子負荷量と固有値（2015 年) 







農業就業人口 65 歳以上割合 
65 歳未満の農業専従者がいる割合 
同居または他出農業後継者がいる割合 
経営耕地面積 1ha 以下の販売農家率 
経営耕地面積 5ha 以上の販売農家率 










































成分の解釈 大規模経営 経営類型 
固有値 4.4 2.8 1.8 1.3 
寄与率（％） 29.3 18.8 12.3 8.5 
累積寄与率（％） 29.3 48.1 60.5 69.0 
注）第 3,4 成分については,因子負荷量の絶対値 0.3 以上のみを示した． 
（1）第 1成分 
全変動の 29.3％を説明する第 1 成分について因子負荷量 0.3 以上の変数を中心に見てい
く．経営規模に関する変数で因子負荷量を示している．このことから第 1 成分は「大規模経







































行った．平野部と同様に固有値 2.0 以上の上位 2 成分に限定して分析を行った結果，それぞ
れ 4 つの類型が得られた（第 7 表，第 9 図，第 10 図）．中山間地域は平野部と比べると地
域差が小さく，6 分類に分けるとグループ間の違いが分かりにくくなってしまうため 4 分類
とした．2000 年についての類型化及び地域区分図を第 11 図に，2015 年についての類型化
及び地域区分図を第 12 図に示した． 
（1）2000年時点の状況 
 命名に関して労働力充実地域という名称にしたが，これは中山間地域の中では相対的に 
第 7図 第 1成分の得点分布図（2000年） 








第 7表 各類型の平均成分得点 
2000 年 第 1 グループ 第 2 グループ 第 3 グループ 第 4 グループ 
旧市町村数 13 74 41 7 
第 1 成分得点 
（経営規模と農業労働力） 






















     
2015 年 第 1 グループ 第 2 グループ 第 3 グループ 第 4 グループ 
旧市町村数 12 56 49 18 
第 1 成分得点 
（大規模経営） 





























第 10 図 クラスター分析による樹上図（2015年） 

















 第 3 グループ（41 旧市町村）








 第 4 グループ（7 旧市町村）









 第 2 グループ（56 旧市町村）は，第 1 成分得点，第 2 成分得点ともに絶対値が小さいこ
とから「平均規模稲作地域」と命名する．2000 年において平均規模稲作地域であった 29 旧
市町村と小規模労働力衰退地域であった 25 旧市町村がこのグループの大半を占めた． 
第 11 図 中山間地域の類型化及び地域区分（2000年） 




第 3 グループ（49 旧市町村）は，第 1 成分得点が最も小さく第 2 成分得点が正であるこ
とから「小規模稲作地域」と命名する．分布としては 2000 年において小規模労働力衰退地
域であった半数以上の旧市町村がこのグループに分類された． 




























るが，第 1 成分は主に「農業労働力と複合経営」を表し，第 2 成分は「大規模農家」を表し
た．中山間地域は第 1 成分が「経営規模」を表し，第 2 成分が「経営類型」を表すことが明
らかとなった． 
それぞれ上位 2 成分を用いて地域類型化を行ったところ，平野部は 6 つの類型が得られ，


























注 1）新潟市南浜村・聖籠町亀代村・村上市瀬波町の 3 町村 
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